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○姫路市立図書館併設ホール条例施行規則 

平成１８年３月２７日 

規則第２１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、姫路市立図書館併設ホール条例（平成１８年姫路市条例第８号。以下「条

例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（使用許可の申請） 

第２条 条例第５条の規定により、市長の許可を受けようとする者は、あらかじめ姫路市立図書

館併設ホール使用許可申請書（以下「使用許可申請書」という。）を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 前項に規定する者は、使用許可申請書を使用しようとする日（以下「使用期日」という。）の

属する月の６箇月前の月の初日から使用期日の３日前までの間に提出しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長が特別の理由があると認めるときは、前項の提出期間外にお

いても使用許可申請書を提出することができる。 

（使用許可書の交付等） 

第３条 市長は、条例第５条の許可をしたときは、当該申請者に姫路市立図書館併設ホール使用

許可書（以下「使用許可書」という。）を交付するものとする。 

２ 姫路市立図書館併設ホール（以下「ホール」という。）の施設の使用の許可を受けた者（以下

「使用者」という。）は、使用の際には使用許可書を携帯し、ホールの係員の提示の要求があっ

たときは、直ちにこれに応じなければならない。 

（使用期間） 

第４条 ホールの施設の使用期間は、引き続き７日を超えることはできない。ただし、市長が必

要と認めるときは、この限りでない。 

（使用時間の延長） 

第５条 使用者は、やむを得ない理由により当該許可に係る使用時間（以下「使用時間」という。）

を超過し、又は時間を早めにホールの施設を使用する必要があるときは、あらかじめ市長の許

可を受けなければならない。この場合において、当該施設の管理に支障があるときは、これを

許可しない。 

（使用中止届） 

第６条 使用者は、ホールの施設の使用を中止しようとするときは、姫路市立図書館併設ホール

使用中止届に使用許可書を添えて市長に提出しなければならない。 

（使用料） 

第７条 条例第９条第２項に規定する市長が規則で定める附帯設備及び備品の使用料の額は、別

表に定める額とする。 

（使用料の納付） 

第８条 使用者は、第３条に規定する使用許可書の交付を受ける際、使用料を納付しなければな

らない。ただし、国又は地方公共団体が使用する場合は、この限りでない。 

２ 第５条の規定により使用時間の延長の許可を受けてホールの施設を使用する場合の当該使用

時間の延長に係る使用料は、使用終了後直ちに納付しなければならない。 

（使用料の減免） 
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第９条 条例第１０条の規定により使用料を減額し、又は免除することができる場合及びその額

は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 市又は公共団体が使用する場合 使用料の全額 

(2) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する市内の学校、児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第３９条第１２項に規定する市内の保育所又は就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第

６項に規定する市内の認定こども園が使用する場合 使用料の５割に相当する額 

(3) 使用者が市と共同で使用する場合 使用料の５割に相当する額 

(4) 地域の公共的団体（以下「団体」という。）が市の要請を受けて当該業務に使用する場合 使

用料の全額 

(5) 団体が当該団体の公共的業務に使用する場合において、公益に資する度合いが強いと認め

られるとき。 使用料の全額 

(6) 団体が当該団体の業務又は会合のため使用する場合において、市長が必要と認めるとき。 

市長が相当と認める額 

(7) 前各号に定めるもののほか、市長が特別の理由があると認める場合 市長が相当と認める

額 

２ 使用料の減額又は免除を受けようとする者は、使用許可申請書の該当欄にその旨を記載して

市長に提出しなければならない。この場合において、市長は、必要と認める書類の提出を求め

ることができる。 

（使用料の還付） 

第１０条 条例第１１条ただし書の規定により使用料を還付することができる場合及びその額は、

次の各号に定めるところによる。 

(1) 条例第８条第３号又は第４号に該当する場合 既納の使用料の全額 

(2) 災害その他不可抗力により使用できなかった場合 既納の使用料の全額 

(3) 使用者から次に掲げる期日までに使用中止届があった場合において、市長がやむを得ない

理由があると認めるとき。 

ア 使用期日前２０日までの場合 既納の使用料の５割に相当する額 

イ 使用期日前１０日までの場合 既納の使用料の３割に相当する額 

２ 前項の規定により使用料の還付を受けようとする者は、姫路市立図書館併設ホール使用料還

付申請書を市長に提出しなければならない。 

（端数計算の処理） 

第１１条 この規則における使用料の算定において、算出した使用料の合計額に１０円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てる。 

（整理人の配置） 

第１２条 使用者は、市長が必要と認めるときは、ホール内外の秩序を保つため必要な整理人を

置かなければならない。 

（備品の返還） 

第１３条 使用者は、備品の使用を終わったときは、直ちに当該備品を所定の位置に戻し、ホー

ルの係員の点検を受けなければならない。 

（読替え） 
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第１４条 ホールの管理を指定管理者に行わせる場合において、第２条、第３条、第５条、第６

条、第９条第２項、第１０条第２項及び第１２条中「市長」とあるのは、「指定管理者」とする。 

（指定管理者の申請） 

第１５条 条例第１８条第１項の規定による申請は、指定管理者指定申請書により行わなければ

ならない。 

２ 条例第１８条第１項に規定する規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

(1) 管理業務の計画書 

(2) 管理に係る収支計画書 

(3) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、これらに相当する書

類） 

(4) 当該団体の経営状況を説明する書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（指定管理者との協定の締結） 

第１６条 指定管理者は、次に掲げる事項について、市長と協定を締結するものとする。 

(1) 指定管理者が行う管理業務の範囲 

(2) 指定管理者が行う管理業務の実施に関する事項 

(3) 管理に要する費用に関する事項 

(4) 事業報告に関する事項 

(5) 前各号に掲げるもののほか、ホールの管理に関し必要な事項 

（事業報告書） 

第１７条 条例第２２条の規定による事業報告書は、毎年度終了後４５日以内に以下の事項を記

載して提出するものとする。 

(1) 管理業務の実施状況 

(2) ホールの利用状況 

(3) 管理経費等の収支状況 

(4) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者による管理の状況を把握するため市長が必要と認

める事項 

（利用料金） 

第１８条 条例第２４条第１項の規定により利用料金を指定管理者の収入として収受させる場合

において、第８条（見出しを含む。）、第９条第２項及び第１０条第２項中「使用料」とあるの

は、「利用料金」とする。 

（補則） 

第１９条 この規則に定めるもののほか、ホールの管理に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年３月２７日から施行する。 

（姫路市立図書館目的外使用料の減免に関する規則の廃止） 

２ 姫路市立図書館目的外使用料の減免に関する規則（昭和６２年姫路市規則第１７号）は、廃

止する。 

附 則（平成２７年３月１８日規則第１０号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 
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附 則（平成２９年６月２３日規則第４６号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１４条を第１９条とし、第１３条の次に５条を

加える改正規定（第１４条、第１７条及び第１８条に係る部分に限る。）は、平成３０年４月１

日から施行する。 

附 則（平成３０年１２月２６日規則第６０号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の規定は、この規則の施行の日以後にされた申請に基づく使用許可に

係る使用料、占用使用料又は特別展示室使用料（以下「使用料等」という。）について適用し、

同日前にされた申請に基づく使用許可に係る使用料等については、なお従前の例による。 

附 則（平成３１年３月２７日規則第４０号） 

この規則は、平成３１年１０月１日から施行する。 

別表（第７条関係） 

附帯設備及び備品使用料 

(1) 飾磨分館 

区分 設備等の名称 単位 使用料（１回） 備考 

ホール舞台

設備等 

ピアノ １台 円 

３，１４０ 

調律料を除く。 

指揮者用譜面台 １台 ２１０ 指揮台を含む。 

楽団用譜面台 １台 ２０  

平台 １台 １００  

金屏風 １双 １，０４０  

緋毛せん １式 ３１０ 長ぶとん付 

演台 １台 ２１０  

花台 １台 １００  

上敷 １枚 １００  

ホール音響

設備等 

放送用アンプ １式 １，５７０ マイクロホン２本付 

ワイヤレスカセット携

帯用 

１式 １，０４０  

ワイヤレスマイク １本 １，０４０  

カセットテープレコー

ダー 

１台 ５２０ テープ別 

レコードプレーヤー １台 ５２０ レコード別 

マイクロホン １本 ３１０  

ホール照明

設備等 

ボーダーライト １列 ５２０  

サスペンションスポッ

トライト 

１列 ４１０  

アッパーホリゾントラ

イト 

１式 ５２０  

シーリングスポットラ

イト 

１式 ３１０ ６台で１式とする。 

ロアーホリゾントライ

ト 

１式 ５２０  

フロントサイドスポッ

トライト 

１式 ３１０ ６台で１式とする。 
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フットライト １式 ４１０  

プラステート  実費 補充分のみ 

ホール映写

設備等 

１６ミリ映写機 １式 ２，０９０ スクリーン付 

スライド映写機 １式 ８３０ スクリーン付 

実物投影機 １式 １，０４０ スクリーン付 

オーバーヘッドプロジ

ェクター 

１式 １，０４０ スクリーン付 

ビデオ １式 １，２５０ テレビ付 

スクリーン １式 ５２０  

持込み器具電気代 １kw １５０  

(2) 網干分館 

区分 設備等の名称 単位 使用料（１回） 備考 

ホール舞台

設備等 

ピアノ １台 円 

３，７７０ 

調律料を除く。 

指揮者用譜面台 １台 ２１０ 指揮台を含む。 

楽団用譜面台 １台 ２０  

平台 １台 １２０  

金屏風 １双 １，２５０  

緋毛せん １式 ４１０  

演台 １台 ２１０  

花台 １台 １００  

簡易ステージ １台 ８３０  

ホール音響

設備等 

放送用アンプ １式 １，８８０ マイクロホン２本付 

ワイヤレスカセット携

帯用 

１式 １，２５０  

ワイヤレスマイク １本 １，２５０  

カセットテープレコー

ダー 

１台 ６２０ テープ別 

マイクロホン １本 ４１０  

ホール照明

設備等 

ボーダーライト １列 ６２０  

サスペンションスポッ

トライト 

１列 ５２０  

アッパーホリゾントラ

イト 

１式 ６２０  

シーリングスポットラ

イト 

１式 ４１０ ６台で１式とする。 

ロアーホリゾントライ

ト 

１式 ６２０  

フロントサイドスポッ

トライト 

１式 ４１０ ６台で１式とする。 

フットライト １式 ５２０  

ホール映写

設備等 

１６ミリ映写機 １式 ２，５１０ スクリーン付 

スライド映写機 １式 １，０４０ スクリーン付 

実物投影機 １式 １，２５０ スクリーン付 

オーバーヘッドプロジ

ェクター 

１式 １，２５０ スクリーン付 

ビデオ １式 １，４６０ テレビ付 

スクリーン １式 ６２０  

持込み器具電気代 １kw １５０  
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(3) 広畑分館 

区分 設備等の名称 単位 使用料（１回） 備考 

ホール舞台

設備等 

ピアノ １台 円 

３，７７０ 

調律料を除く。 

電子オルガン １台 ２，８２０  

指揮者用譜面台 １台 ２１０ 指揮台を含む。 

楽団用譜面台 １台 ２０  

金屏風 １双 １，２５０  

緋毛せん １式 ４１０  

演台 １台 ２１０  

司会者用演台 １台 １００  

花台 １台 １００  

ホール音響

設備等 

放送用アンプ １式 １，８８０ マイクロホン２本付 

レクチュアアンプ １式 １，３６０ マイクロホン１本付 

ワイヤレスカセット携

帯用 

１式 １，２５０  

ワイヤレスマイク １本 １，２５０  

カセットテープレコー

ダー 

１台 ６２０ テープ別 

マイクロホン １本 ４１０  

ホール照明

設備等 

ボーダーライト １列 ６２０  

サスペンションスポッ

トライト 

１列 ５２０  

アッパーホリゾントラ

イト 

１式 ６２０  

シーリングスポットラ

イト 

１式 ４１０ ６台で１式とする。 

ロアーホリゾントライ

ト 

１式 ６２０  

フロントサイドスポッ

トライト 

１式 ４１０ ６台で１式とする。 

フットライト １式 ５２０  

ホール映写

設備等 

１６ミリ映写機 １式 ２，５１０ スクリーン付 

スライド映写機 １式 １，０４０ スクリーン付 

実物投影機 １式 １，２５０ スクリーン付 

オーバーヘッドプロジ

ェクター 

１式 １，２５０ スクリーン付 

ビデオ １式 １，４６０ テレビ付 

スクリーン １式 ６２０  

持込み器具電気代 １kw １５０  

備考 この使用料は、条例別表に定める午前、午後及び夜間の各使用区分をもってそれぞれ１回

とし、全日使用する場合は３回として計算する。 

 


